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石川県告示第65号

森林法 (BB和26年法律第249号)第26条の 2第 2項の規定により、次のとおり保安林の指定を解除する予定である。

平成31年 2月26日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 解除予定保安林の所在場所

鹿島郡中能登町芹川壱六甲 9の14から 9の16まで、 3の22

2 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

3 解除の理由

道路用地とするため
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次のとおり 一般競争入札を実施する。

平成31年 2月26日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 一般競争入札に付する事項

(1) 調達役務の名称

電気工事士免状作成等業務委託

(2) 調達案件の仕様等

入札説明書及び仕様書による。

(3) 履行期間

平成31年4月 1日から平成32年 3月31日まで

(4) 履行場所

入札説明書及び仕様書による。

(5) 入札方法。 処理件数当たりの単価により行う。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の 8

に相当する額を加算した金額(当該金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。)

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免除事業者であるか
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を問わず、見積もった契約金額の108分の100fこ相当する金額を入札書に記載すること。

2 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

(1) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の 4の規定に該当しない者であること。

(2) 平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入

札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等(平成 9年石川県告示第581号)に基づき、

平成30年度において競争入札参加者資格を有すると認、められた者であること。

(3) 指名停止の措置を受けている者でないこと。

(4) 県内の 3以上の市町(金沢、能登及び加賀の各地区に 1箇所以上)において、受付窓口を設置できる者である

こと。

(5) 申請受付時間帯において、委託業務の審査責任者(電気工事士免状の交付を受けた者に限る。以下同じ。)を

常時窓口に配置し、又は審査責任者と連絡可能な体制を確保することができる者であること。

(6) 県の休日を除き、県の執務時間に準じて、委託業務を行うことができる者であること。

(7) 免状交付申請手続等に関し、インターネットにより周知を図ることができる者であること。

3 入札参加申請書の提出期限及び場所

入札者は、入札参加申請書に入札参加資格を証明できる書類を添付して、平成31年 3月 4日(月)までに 4(1)の

場所に提出しなければならない。

4 入札説明書の交付場所等

(1) 入札説明書の交付場所及び問合せ先

干920-8580 金沢市鞍月 1丁目 1番地

石川県危機管理監室消防保安課保安グ、ルーフ。 電話番号 076-225-1481 

(2) 入札説明書の交付方法

(1)の交付場所において交付

(3) 入札書の受領期限

平成31年 3月11日(月)正午(郵送の場合は書留郵便とし、受領期限内必着 とする。宛先は、 (1)の場所とする。)

(4) 開札の日時及び場所

平成31年 3月11日(月)午後 2時

金沢市鞍月 1丁目 1番地石川県庁行政庁舎603会議室

5 その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金

免除

(3) 無効の入札書

この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった者

の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書に掲げる入札書は、無効とする。

(4) 契約書の要否

要

(5) 落札者の決定方法

石川県財務規則(昭和38年石川県規則第67号)第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で、

最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

(6) 手続における交渉の有無

無

(7) その他

詳細は、入札説明書による。

次のとおり 一般競争入札を実施する。

平成31年 2月26日

入 キL 公 左ヒ
ロ
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石川県知事 谷 本 正 憲

1 一般競争入札に付する事項

(1) 委託業務名

石川県先天性代謝異常等スクリーニング検査業務委託

(2) 履行期間

平成31年4月 1日から平成32年 3月31日まで

(3) 業務内容

石川県先天性代謝異常等スクリーニング検査業務実施仕様書に記載のとおり

2 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

この入札に参加することができる者は、平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契

約に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等(平成

9年石川県告示第581号)に基づき、平成30年度において競争入札参加者資格を有する者で、次に掲げる条件の全

てに該当するものであること。

(1) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の 4の規定に該当しないこと。

(2) 入札参加資格確認申請書の提出期限の翌日から入札の日までのいずれの日においても県の指名停止措置を受け

ていないこと。

(3) この公告に示す業務を履行できる経験、知識、能力、技術、手段等を有していること。

(4) この公告の日前5年間において、園、都道府県又は地方自治法(昭和22年法律第67号)第252条の19第 1項に

規定する指定都市との問で先天性代謝異常等検査業務を元請業者として受託し、かつ、年間 1万件を超える実績

があること。

(5) この調達に係る検査業務部門責任者又は検査担当者のうち 1名以上が日本マス・スクリーニング学会認定技術

者であること。

(6) NPO法人タンデムマス・スクリーニング普及協会による精度管理において、平成29年度の成績が良好である

こと。

3 入札参加資格の確認手続等

入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請書に関係書類等を添えて提出し、入札参加資格の確認を受

けなければならない。なお、 (1)アの提出期間に入札参加資格確認申請書を提出しない者及び入札参加資格がないと

認められた者は、入札に参加することができない。

(1) 入札参加資格確認申請書の提出期間等

ア提出期間

平成31年 3月6日(水)午後 5時まで(石川県の休日を定める条例(平成元年石川県条例第16号)第 1条第

1項に規定する県の休日(以下 「県の休日」としサ。)を除く 。)

イ 提出場所

金沢市鞍月 1丁目 1番地

石川県健康福祉部少子化対策監室

ウ提出方法

持参又は郵送(郵送の場合は、簡易書留とし、提出期間内必着とする。)

(2) 入札参加資格の確認の結果の通知

確認の結果の通知は、平成31年 3月13日(水)までに入札参加資格確認結果通知書を郵送して行う。

4 入札参加資格確認申請書、仕様書等の交付

(1) 入札参加資格確認申請書、仕様書等の交付場所及び問合せ先

干920-8580金沢市鞍月 1丁 目1番地石川県庁行政庁舎8階

石川県健康福祉部少子化対策監室 母子保健グループ

電話番号 076-225-1424 F AX番号 076-225-1423 

(2) 交付期間

平成31年 3月6日(水)午後 5時まで(県の休日を除く 。)

5 入札の日時及び場所

平成31年 3月20日(水)午前11時30分
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石川県庁行政庁舎10階 1011会議室

6 入札方法

石川 県公 報

入札金額は、 1(1)の業務の 1件当たりの単価の額を記載すること。

第 13 1 84号

なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の 8に相当する金額を加算した額を

もって落札価格とするので、入札は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

7 落札者の決定方法

石川県財務規則(昭和38年石川県規則第67号)第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

8 入札に関する注意事項

(1)入札に参加する者は、入札当日、入札参加資格確認結果通知書を提示すること。

(2) 入札に参加する者は、仕様書、契約書案その他関係書類を熟覧の上、入札すること。

(3) 入札参加資格を有すると認められた者が入札を希望しないときは、入札に参加しないことができる。この場合

において、県は、入札に参加しないことを理由に不利裕な取扱いは行わない。

(4) 郵便又は電報による入札を認めないので、入札参加者は、 5に定める入札の日時及び場所に集合すること。

9 入札の無効

この公告に示した入札に参加する資格のない者、入札参加資格の確認手続等を行わない者、入札に関する注意事

項を遵守しない者及び入札心得に違反した者のした入札書は、無効とする。

10 契約書作成の要否

要

11 入札保証金及び契約保証金

免除

12 その他

詳細は、入札説明書による。

1 競争入札に付する事項

(1) 委託業務名

石川県立保育専門学園附属泉こども園給食業務委託

(2) 履行期間

平成31年4月 1日から平成32年 3月31日まで

(3) 履行場所

金沢市泉 1丁目 3番63号石川県立保育専門学園附属泉こども圏内

(4) 業務内容

「石川県立保育専門学園附属泉こども園給食業務仕様書」に記載のとおり

2 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

この入札に参加することができる者は、平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契

約に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等(平成

9年石川県告示第581号)に基づき、平成30年度において競争入札参加資格を有する者で、次に掲げる条件の全て

に該当するものであること。

(1) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の 4の規定に該当しない者であること。

(2) 入札参加資格確認申請書の提出期限の翌日から入札の日までのいずれの日においても県の指名停止措置を受け

ていない者であること。

(3) 県内に事業所を設置(設置予定を含む。)していること。

(4) 過去 5年以内に、国又は地方公共団体における給食業務について実績を有し、確実に業務を遂行できる能力を

有していること。

3 入札参加資格の確認手続等

入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請書に関係書類を添えて提出し、入札参加資格の確認を受け

なければならない。なお、 (1)アの提出期間に入札参加資格確認申請書を提出しない者及び入札参加資格がないと認
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められた者は、入札に参加することができない。

(1) 入札参加資格確認申請書の提出期間等

ア提出期間

第 13 1 84号

平成31年 3月 1日(金)午前 9時から同月 15日(金)午後 5時まで(石川県の休日を定める条例(平成元年

石川県条例第16号)第 1条第 1項に規定する県の休日(以下 「県の休 日」としづ。)を除く 。)

イ 提出場所

金沢市泉 1丁目 3番63号

石川県立保育専門学園

ウ提出方法

持参又は郵送(郵送の場合は、簡易書留とし、提出期間内必着とする。)

(2) 入札参加資格の確認の結果の通知

確認の結果の通知は、平成31年 3月20日 (/.K) までに入札参加資格確認結果通知書を郵送して行う。

4 入札参加資格確認申請書、仕様書等の交付

(1) 入札参加資格確認申請書、仕様書等の交付場所及び問合せ先

干921-8041 金沢市泉 1丁目3番63号

石川県立保育専門学園

電話番号 076-242-5185 F AX番号 076-242-5186 

(2) 交付期間

平成31年 3月 1日(金)午前 9時から同月 15日(金)午後 5時まで(県の休日を除く 。)

5 入札の日時及び場所

平成31年 3月27日(水)午前10時

金沢市泉 1丁目 3番63号石川県立保育専門学園 2階中演習室

6 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の 8に相当する金額を加算した額をもって

落札価格とするので、入札は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

7 落札者の決定方法

石川県財務規則(昭和38年石川県規則第67号)第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

8 入札に関する注意事項

(1)入札に参加する者は、入札当日、入札参加資格確認結果通知書を提示すること。

(2) 入札に参加する者は、仕様書、契約書案その他関係書類を熟読の上、入札すること。

(3) 入札参加資格を有すると認められた者が入札を希望しないときは、入札に参加しないことができる。この場合

において、県は、入札に参加しないことを理由に不利益な取扱いは行わない。

(4) 郵便又は電報による入札を認めないので、入札参加者は、 5に定める入札の日時及び場所に集合すること。

9 入札の無効

この公告に示した入札に参加する資格のない者、入札参加資格の確認手続等を行わない者、入札に関する注意事

項を遵守しない者及び入札心得に違反した者のした入札書は、無効とする。

10 契約書作成の要否

要

11 入札保証金及び契約保証金

免除

12 その他

詳細は、入札説明書による。

農用地利用配分計画の認可公告

農地中間管理事業の推進に関する法律(平成25年法律第101号)第18条第 1項の規定により、農用地利用配分計画

を次のとおり認可した。
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平成31年 2月26日

石川県知事 谷 本 正 憲

1 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受け る 者
賃借権の設定等を受ける土地

氏名又 は 名称 住 所

平 野友朔 加賀市 小松市矢田町149番

巽真理 小松市 小松市矢田町152番ほか15筆

辻亮一 小松市 小松市北浅井町り 93番ほか 1筆

街道剛 史 小松市 小松市北浅井町壱号47番ほか 1筆

山岸 昇 小松市 小松市北浅井町弐号120番ほか4筆

北村 栄次 小松市 小松市小野町乙97番ほか14筆

橋本徹 小松市 小松市金平町滝13番ほか18筆

杉林学 小松市 小松市三谷町 う49番ほか3筆

農事組合法人月津楽農組合 小松市 小松市月津町131番ほか 2筆

農事組合法人 かすかみ 小松市 小松市原町四号40番ほか 1筆

中田孝 彦 小松市 小松市長谷町 1番ほか7筆

竹田茂 小松市 小松市長田町ロ156番

中田 耕二 小松市 小松市長田町イ224番ほか3筆

宝 松浩敬 加賀市 加賀市七日市町27番 1ほか 1筆

坂上忠 加賀市 加賀市上河崎町72番ほか11筆

有限会社ぱんぱ 白山市 白山市宮永町273番 1ほか5筆

有限会社 ノモト農産 白山市 白山市北安田町1252番 1

赤坂正則 七尾市 七尾市田鶴浜町弐16番

山田 貞男 七尾市 七尾市川尻町弐24番

農事組合法人 グリーン能登 七尾市 七尾市舟尾町西46番 1ほか 3筆

古川 勇二 羽咋郡志賀町 羽咋郡志賀町町大島田改4番ほか6筆

株式会社大念寺農産 羽咋郡志賀町 羽咋郡志賀町福野耕383番ほか3筆

農事組合法人 あいかみ 羽咋郡志賀町 羽咋郡志賀町草江い94番ほか330筆

横道勝 羽咋郡志賀町 羽咋郡志賀町相宇和、12番ほか46筆

菅部朗 羽咋郡志賀町 羽咋郡志賀町矢駄172番

池土志郎 羽咋郡志賀町 羽咋郡志賀町百浦212番

小川 守 鹿島郡中能登町 鹿島郡中能登町芹川ち56番ほか128筆

木島幸一 鹿島郡中能登町 鹿島郡中能登町金丸2512番 1

木 島和夫 鹿島郡中能登町 鹿島郡中能登町金丸2517番ほか 2筆

農事組合法人大浦豊栄農園 金沢市 金沢市大浦町ワ61番 1ほか15筆

農事組合法人 ファーム東蚊爪 金沢市 金沢市東蚊爪町193番ほか 1筆

株式会社北ファーム 金沢市 金沢市宮保町ノ，24番ほか3筆

小林 孝志 金沢市 金沢市八田町東1162番ほか42筆

地蔵康次 鳳珠郡穴水町 鳳珠郡穴水町字前波ほ 9番ほか12筆

2 認可年月日

平成31年2月26日

県営土地改良事業計画の決定及び縦覧公告

土地改良法(昭和24年法律第195号)第87条の 3第 1項の規定により、次のとおり県営土地改良事業計画を定めた

ので、その関係書類を平成31年 2月27日から同年3月28日まで縦覧に供する。

なお、この決定については、土地改良法第87条の 3第 7項において準用する同法第87条第 6項の規定により、縦覧

期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に審査請求をすることができる。また、この決定を知った日の翌日
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から起算して 6か月以内に、石川県を被告として(訴訟において石川県を代表する者は、石川県知事となる。)、決定

の取消しの訴えを提起することができる。ただし、審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して 6か月以内に、石川県を被告として、決定の取消しの訴えを提起することができる。

平成31年 2月26日

石川県知事 谷 本 正 憲

地 区名 事 業 名 縦覧に供する書類 縦 覧場 所

坪野 地区
県営ほ場整備事業

県営土地改良事業計画書の写し
羽咋市産業建設部農林水産課

(機構関連型) 志賀町 農林水産課

矢田 地区 " " 志賀町 農林水産課

県営土地改良事業に係る換地処分公告

土地改良法(昭和24年法律第195号)第89条の 2第 9項の規定により、次のとおり県営土地改良事業に係る換地処

分を行った。

平成31年 2月26日

石川県知事 谷 本 正 憲

事 業 名 地区(工区 )名

白浜・深見地区

換地処分年月日

平成31年 2月15日県営ほ場 整備事 業( 面的 集積型 )

臣と
.1m. 査 委 員

定期監査結果公表

地方自治法(昭和22年法律第67号)第199条第4項の規定により、平成30年度の財務事務に係る監査を実施したの

で、その結果を次のとおり公表する。

平成31年 2月26日

石川県監査委員

同

同

同

米 賢

朋

津

岡

田

部

司

修

孝

代

τt 
仁コ

浜

岡

監査箇所名 監査年月日 監査の対象 監査 の結果

所管の業務をはじめ、財務に関する事務

医王特別支援学校 平成31年 1月30日 平成30年10月末日現在 の執行は、おおむね適正に処理されている

と言忍める。

金沢向陽高等学校 " 平成30年 9月末日現在 " 
児童生活指導センター " 平成30年10月末日現在 " 
工業高等学校 " " " 
金沢西高等学校 " " " 
金沢辰巳丘高等学校 " 平成30年 9月末日現在 " 
南部家畜保健衛生所 " 平成30年10月末日現在 " 
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